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ʊᕫᩫ⿱୍ࠊᒸ村㯞子ࠊᑠᒣ田和ோࠊ長野⿱子1（科学技術⯆機構） 
 

1. はじめに 
 現在世界ྛ国で࢚ࠊビデンスにᇶ࡙く科学技術イノベーション政策のᙧ成を┠指してࡑࠊのための科学的

ᇶ┙を構⠏する「科学技術イノベーション政策の科学」を推㐍しࠊ政策プロࢭスの改善をồめて行くことに

対する期ᚅがᐤࡏられている。わが国においても2011ࠊ 年ᗘから文部科学省による推㐍事業が開ጞされた。

科学技術イノベ」ࠊ୰長期的な観点からࠊデータ・情報のᇶ┙整ഛとともにࡸの୰では研究開発プログラムࡑ

ーション政策の科学」推㐍のᢸいᡭとなる研究者ࠊ及び࢚ビデンスにᇶ࡙く政策ᙧ成を推㐍する政策ᢸᙜ者

➼の人材⫱成・ᩍ⫱とࡑࠊのためのᩍ⫱研究ᣐ点の整ഛが㔜どされている。現在ࠊ国ෆの 6 大学 5 ᣐ点がᇶ

┙的研究・人材⫱成ᣐ点（以ୗࠊᣐ点とグす）として㑅定されており2013ࠊ 年ᗘからはࡑれࡒれにおいて⊂

自の人材⫱成プログラムが開ጞされるண定である。 
 ྛᣐ点はࠊ人文♫会科学ࡸ自↛科学のᯟを㉸えた学際的なカࣜࣗ࢟ラムを学⏕に対して提౪するとともにࠊ

体系的な人材⫱成がྍ⬟となるようࠊᣐ点ྠኈで᭷機的に連ᦠを行うことが期ᚅされる。ࡑのいっࡱうでࠊ

ᣐ点以እにもࠊ「科学技術イノベーション政策の科学」に関連する人材⫱成にྲྀり⤌ࡴ機関・⤌⧊は」数存在

する。新しい学際分野である「科学技術イノベーション政策の科学」においてࠊ国体がᣢࡘ人材⫱成のた

めのࣜࢯースを最大㝈に活用するという観点からはࠊᣐ点㛫に㝈定ࡏずࠊᣐ点とこれらの機関・⤌⧊の㛫に

おけるຠ果的な連ᦠࢿࡸット࣡ークᙧ成を発展さࡏていくことが必要であると考えられる。 
 ከᵝな大学ࠊ政ᗓ機関ࠊ業➼がᣢࡘಶ別の≉Ⰽを活かしࠊࡘࡘ体系的な人材⫱成に向けて連ᦠを行うた

めにはࠊල体的にはどのような⤌みがありうるだろうか。本✏ではまずࠊḢ⡿における「科学技術イノベ

ーション政策の科学」関連の人材⫱成を行うᩍ⫱研究機関においてࠊ機関ྠኈないし関係者ྠኈでの連ᦠࡸ

日本国ෆにおける学際的な新⯆領域においࠊット࣡ーク構⠏がどのように行われているか᳨ウする。またࢿ

て大学㛫での人材⫱成ࢿット࣡ークをᙧ成しているඛ行としてࠊ「サステイࢼビࣜテ学」をྲྀりୖࠊࡆල

体的にはどのような連ᦠのチࣕンࢿルを構成すべきなのかを᳨ウする。これらの᳨ウを通じてࠊ日本におけ

る「科学技術イノベーション政策の科学」関連のᩍ⫱・人材⫱成のࢿット࣡ーク構⠏に向けてࠊఱがᮃまれ

るかを明らかにするのが本✏の┠的である。 
 
2㸬Ḣ⡿におけるྲྀ⤌事 
 2012 年 2 月 6 日に開催された第 8 ᅇ科学技術イノベーション政策のための科学推㐍ጤဨ会においてはࠊᇶ

┙的研究・人材⫱成ᣐ点にồめられるᙺが整⌮されࡑࠊの୰には「『政策のための科学』により産ฟされる

成果のඹ᭷」および「『政策のための科学』のࢥミࣗࢽテᙧ成」がྵまれる[1]。Ḣ⡿ではすでにࠊ「政策の

科学」に関連する大学とࠊ大学以እの政ᗓࡸ業などの連ᦠࢿࡸット࣡ーク構⠏ࢥࠊミࣗࢽテᙧ成に対す

るいくࡘかのྲྀ⤌が開ጞされておりࠊわが国においてもこうしたḢ⡿における事の᳨ウを㋃まえてྲྀ⤌を

推㐍して行くべきであると考えられる。 
 
(1) 研究者ࡸ大学㝔⏕と政策ᢸᙜ者の流・連ᦠに向けたྲྀ⤌ 

 
 まずࠊ研究者ࡸ大学㝔⏕とࠊ政策ᢸᙜ者の㛫の流ࡸ連ᦠをಁ㐍するྲྀ⤌にࡘいて㏙べる。科学技術イノ

ベーション政策の科学の研究成果が実際の政策ᙧ成に活用されるためにはࠊ影響ຊをᣢࡘ政策ᢸᙜ者に対し

てຠ果的なᩍ⫱ないしのᙧでの▱識ࡸ▱見のインプットを行うことが㔜要であるしࠊ研究者も政策の現ሙ

のኌをྲྀり入れることで政策の科学をより実㊶的な科学として深化さࡏていかなければならない。したがっ

てこうしたྲྀ⤌は大きくձ政策ᢸᙜ者を対㇟とした研究サイドからのാきかけࠊղ研究者を対㇟とした政策

サイドからのാきかけという 2 ージ表࣌の方向に分㢮できる（ḟࡘ 1 ཧ↷）[2] 
 ձに関してはえばࠊMITࠊカーࢠࢿー࣓ロン大学ࠊジョージ࣡シントン大学➼はࠊ科学技術ࠊイノベー

ションが関連する政策的な関心の㧗いㄢ題（⏕ྍ⬟ࢿ࢚ルࢠーࠊスマートグࣜッドなど）にࡘいて࣡ࠊシ

ントン事ົ所が㆟会・省ᗇ࿘㎶でࢭミࢼーࡸㅮ₇会を開催しࠊ㆟会関係者ࡸ連㑥機関政ᗓ⫋ဨࠊロビイスト

などに対して▱見を提౪している。またࢭࠊミࢼーࡸㅮ₇会のレベルに␃まらずࠊ行政機関⫋ဨ➼に対してࠊ

                                                  
1 研究開発ᡓ␎ࢭンター≉௵フ࢙ロー 
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≉定の政策ㄢ題にࡘいての▱識ࠊࡸ分析ᡭἲ➼のಟᚓを┠的とした㞟୰ࢥースを提౪しているሙ合もある。

ከくはཷㅮ者のົ㛫⤊ᚋのኪ㛫に行われࠊಟ者には認定ドをᤵ与するሙ合もある。さらにࠊ大学研

究者と政策ᢸᙜ者の㛫のࢿࢥクションᙧ成のためのྲྀ⤌もある。えばࢣンࣜࣈッジ大学の科学・政策ࢭン

ター（CSaP）の政策フ࢙ロープログラム（Policy Fellow Program）ではࠊ୰ሀレベルの政策ᢸᙜ者が大学

に▷期㛫（5 日㛫）在し30ࠊ ྡ⛬ᗘの学ෆ研究者とಶ別のព見の機会をᣢྛࠊࡕ自の問題ゎỴのため

のࢿࢥクション・ࢿット࣡ークをᙧ成する機会を提౪している。 
 

⾲��� �⤌ྲྀࡓࡅྥὶ࣭㐃ᦠࡢ⪅ᨻ⟇ᢸᙜ⏕Ꮫ㝔ࡸ⪅✲◊

 
 ղの研究者を対㇟としたྲྀ⤌であるがࠊまず代表的なものとしてࠊ政ᗓ機関ࡸ政策提言機関➼のインタ

ーンシップをあࡆることができる。Ḣ⡿においてはࠊ大学㝔⏕・研究者を対㇟としたフ࢙ローシップがከ数

存在しࠊ自↛科学ࡸᕤ学ࠊ人文♫会科学のᑓ㛛性をᣢった人材がࠊ行政ࡸ㆟会における政策ᙧ成ࡸ実施ࠊフ

ァンデング機関などにおけるプログラム㐠Ⴀࠊ政策ຓ言・ຓ言機関での調査分析ࠊ提言స成➼といったࠊ

科学技術イノベーション政策の実ᆅ経験を✚ࡴ機会が提౪されている。またࠊⱝᡭ研究者に対してࠊ政策と

の関与に関する研ಟ機会が提౪されるሙ合もある。えばࢣンࣜࣈッジ大学科学・政策ࢭンター（CSaP）で

はࠊ主に自↛科学・ᕤ学分野のⱝᡭ研究者を対㇟としてࠊ政策࣡ークショップ➼を通じたᑓ㛛的⬟ຊ開発の

ྲྀ⤌を提౪している。 
 
 ⤌ット࣡ーク構⠏に向けたྲྀࢿ人のࠊ⧊⤌ (2)
 
 ḟにࠊḢ⡿における⤌⧊的ࢿット࣡ークࠊ人的ࢿット࣡ーク構⠏のྲྀ⤌にࡘいて㏙べる。これらはࠊ関係

者の自主的な行動によって成立した࣎トムアップ型とファンデング➼の政策的ㄏᑟによって成立したトッ

プダウン型に分けることができࠊさらに機関・⤌⧊をベースとしたものとࠊಶ人をベースとしたものという

㍈によってࠊ大きく 4 ✀㢮に分㢮できる（ḟ࣌ージᅗ 1 ཧ↷）[2]。 
 えば๓㏙した政策フ࢙ローシップはࠊトップダウン型で人のࢿット࣡ークを構⠏するྲྀ⤌であるといえ

る。Ḣ⡿のフ࢙ローシッププログラムの対㇟は大学㝔⏕ࡸⱝᡭ研究者からࠊ୰ሀࡸシࢽアの研究者までᖜᗈ

い。またࠊඖフ࢙ローによるྠ❆会⤌⧊の活用ࠊࡸ新つ採用フ࢙ローとフ࢙ロー経験者との流のሙ➼ࠊフ

ット࣡ークをᣢ続的なものにするためࢿࠊローシッププログラムを活用した研究者が⥅続的に関わり続け࢙

のᕤኵがなされている。 
 トップダウン型で⤌⧊㛫のࢿット࣡ーク構⠏を┠指すྲྀ⤌としてはࠊḢᕞ㆟会テクノロジーアࢭス࣓ント

機関ࢿット࣡ーク（European Parliamentary Technology Assessment Network: EPTA）があࡆられる。

EPTA は 1990 年にḢᕞ㆟会の主ᑟにより発㊊したḢᕞྛ国の㆟会テクノロジーアࢭス࣓ント機関からなる

ット࣡ークである。2012ࢿ 年現在 14 カ国・機関の㆟会テクノロジーアࢭス࣓ント機関が加┕している。タ

立の┠的はࠊ㆟会に対してࠊ⏕⌮ࠊࡸバイ࢜テクテクノロジーࠊ公⾗⾨⏕ࠊ⎔ቃ・ࢿ࢚ルࢠーࠊ情報通

信技術ࠊ研究開発政策などのㄢ題にࡘいてࡑࠊの発展の方向性にࡘいてのໟᣓ的かࡘ質の㧗いㄝ明ࡸ方向を

提౪することである。ࡑのようなྲྀ⤌がࠊ科学技術イノベーション政策のẸ主的なࢥントロールをຓけると

いう認識がある。 
 ㏫に࣎ࠊトムアップ型でࠊ研究者が⊂自にࢿット࣡ークの〈野をᗈࡆるようなプログラムのとしてはࠊ

の関連分野の最ࡑࠊᕤ学ࠊ自↛科学ࠊードン研究会㆟はࢦ。ードン会㆟（Gordon Conference）があるࢦ

ඛ端のㄢ題にࡘいてࠊ世界ྛ国からのཧ加者がཧ加しࠊ㞟୰的にព見を行うሙとしてࠊ㸯㸷㸰㸮年代に

Neil E. Gordon によってタ立された。科学技術政策にࡘいては㸰㸮㸮㸮年から㝸年で開催されておりࠊ大学

㝔⏕から著ྡ研究者ࠊ実ົᢸᙜ者までྵࡴᖜᗈい人材がཧ加している。 
 また࣎ࠊトムアップ型による人材⫱成機関の㛫のࢿット࣡ーク構⠏に向けたྲྀ⤌としてはࠊḢᕞにおける

ENID（European Network of Indicator Designers）ࡸ CHEPA（Consortium for Higher Education and 
Research Performance Assessment）をあࡆることができる[3]。 

 ྲྀ⤌の✀㢮 ୰心となっている⤌⧊の 
ձ研究者から政策ᢸᙜ

者のാきかけ 
ジョージ࣡ࠊー࣓ロン大ࢠࢿカーࠊー㸭ㅮ₇会 MITࢼミࢭ

シントン大 
行政ᐁ➼向けの▷期㞟୰ࢥース MITࠊジョージ࣡シントン大 
政策フ࢙ロープログラム ࢣンࣜࣈッジ大 CSaP  

ղ政策ᢸᙜ者から学⏕

㸭研究者のാきかけ 
インターンシップ㸭フ࢙ローシップ AAASࠊ⡿国立アカデミーࠊⱥ POSTࠊⱥ

ESRC 
政策࣡ークショップ➼の研ಟ機会 ࢣンࣜࣈッジ大 CSaP  
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3. サステイࢼビࣜテ学における国ෆእのࢿット࣡ークᙧ成 
 「科学技術イノベーション政策の科学」のように学際的で比較的新しい領域ではࠊ大学ࡸ学術誌における

ఏ⤫的な領域の分㢮構造➼が㞀ቨとなりࡸ⧊⤌ࠊ人の㛫のࢿット࣡ークをᣢ続ྍ⬟なᙧで構⠏することは必

ずしもᐜ᫆ではない[4]。ࡑのពでࠊわが国において「政策の科学」にඛ立って関係⤌⧊と関係者のࢿット

࣡ークとࢥミࣗࢽテసりを行なっている「サステイࢼビࣜテ学」の事は᳨ウに್するであろう。 
 サステイࢼビࣜテ学のࢿット࣡ークの୰心となっているのはࠊᮾி大学において 2005 年にタ立された

サステイࢼビࣜテ学連ᦠ研究機構（IR3S）である[5]。ྠ大学の新領域成科学研究科によって㐠Ⴀされて

いるサステイࢼビࣜテ学ᩍ⫱プログラム（GPSS）におけるಟኈおよび༤ኈの人材⫱成のྲྀ⤌だけでなくࠊ

2006 年から公ເによって㑅ばれた国ෆの 12 の大学ࠊ研究所によって構成されるࢥンࢯーシアム（サステイ

ᖜᗈい方向性のᩍ⫱・研究活動をᨭしている。まࠊーシアム）においてࢯンࢥ・ンス࢚サイ・ビࣜテࢼ

たࠊ和シ࢙ル▼Ἔと業ࢥンࢯーシアム（ࢿ࢚ルࢠーᣢ続性フ࢛ーラム）もᙧ成しࢿ࢚ࠊルࢠーのᏳ定的

౪⤥とᏳ性を確ಖするためのල体的な施策の提示に向けたඹྠ研究を行っている。 
 ≉➹すべきは国እの⤌⧊ࡸ研究者ࢥミࣗࢽテとの連ᦠであろう。IR3S はローマ大学サ࢚ࣆンࢶァࠊアࣜ

ࠊ事ົᒁを置いている。またࠊ学会をタ立しビࣜテࢼ国際連合大学とඹྠで国際サステイࠊᕞ立大学ࢼࢰ

GPSS ෆで 2011 年より開ጞされたサステイࢼビࣜテ学グローバルࣜーダー㣴成大学㝔プログラムではࠊᾏ

እのさまࡊまなᩍ⫱資※とのࣜンクが┠指されておりࠊ国連大学ࡸアࣜࢼࢰᕞ立大学との༠ാᩍ⫱プログラ

ムも展開していくことになっている。 
人材⫱成を行うことをࡸれの方向性による研究ࡒれࡑࠊ研究所を㑅定しࠊとなる大学ࣈࣁット࣡ークのࢿ 

ᇶ本とするᙧ態はࠊ「政策のための科学」事業におけるᇶ┙的研究・人材⫱成ᣐ点とఝているがࠊサステイࢼ

ビࣜテ学のሙ合はྠに国እのࢿット࣡ークの拡大ࡸ産学連ᦠなどにもྲྀり⤌ࢇでおりࠊ事業の関係者

はより大きなᗈがりをᣢっている。ᇶ本的にはᮾி大学の㠀ᖖにᙉຊなイࢽシアテࣈによってࢿット࣡ー

クはᙧ成されࠊ㐠Ⴀされている点に≉ᚩがあるといえる。 
 
 

図 1 Ḣ⡿䛻䛚䛡䜛㛵㐃䛩䜛䝛䝑䝖䝽䞊䜽の㢮ᆺ䛸♧ 
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4. ᣢ続ྍ⬟なࢿット࣡ークの構⠏に向けて 
 最ᚋにࠊ以ୖの᳨ウを㋃まえࠊわが国における「政策の科学」の人材⫱成のࢿット࣡ーク構⠏に向けてこ

れから㏣加的にどのようなྲྀ⤌が必要であると定されるかを示す。 
 
(1) 大学㝔⏕ࠊ研究者が実際の政策ᙧ成ࡸ政策提言のస成の経験をᚓる機会の提౪ 
 
 Ḣ⡿における科学技術政策に関するインターンシップࡸフ࢙ローシップはࠊ「政策のための科学」及び自↛

科学・ᕤ学➼の分野の大学㝔⏕ࡸ研究者にࠊ実際の政策ᙧ成ࡸ実施ࠊ政策分析ࡸ提言స成に関与する機会を

与えるとともにࡑࠊれࡒれが実際どのように動いているかということに関する経験をᚓる機会を提౪してい

る。このような▱見・経験はࠊᑗ᮶ࡑういったሙで活㌍することを┠指す大学㝔⏕にはࠊᑗ᮶のࣜࣕ࢟アを

ල体的に⌮ゎすることに⧅がる。またࠊ「政策のための科学」の研究人材にとっては自㌟の研究がどのように

用されるかというࣘーࢨーഃの事情・文⬦を⌮ゎする機会ともなる。ࡑのにもࠊ自↛科学ࡸᕤ学分野な

どの大学㝔⏕ࠊ研究者にとってはࠊ自㌟のᑓ㛛分野の発展に影響を与える政策がどのようにసられࠊ実施さ

れているかを⌮ゎする機会となるとともにࠊᑗ᮶的にアカデミアでࣜーダーとなるሙ合に置いてもこれらの

▱見は᭷用である。 
 またྠࠊ❆会などをࡘうじてୖࠊグのከᵝなフ࢙ロー経験者ྠኈの㛫でのࢿット࣡ークをᙧ成することが

できればࠊ科学技術イノベーション政策をᨭえるࢥミࣗࢽテに発展することが期ᚅできる。 
 
(2) 国እのࢿット࣡ークの✚ᴟ的ཧ加 
 
 サステイࢼビࣜテ学においてはࠊ国際学会の立ࡆୖࡕ➼によるࢥミット࣓ントのࠊ✚ᴟ的に国እのᩍ

⫱資※を活用することで人材⫱成を充実さࡏようという方向性が観ᐹされる。 
 Ḣ⡿では「政策の科学」と関連するྛ✀国際的なࢿット࣡ークᙧ成のྲྀ⤌が既に行われている。しかしな

がらࠊ機関ࡸಶ人レベルで✚ᴟ的にࡑのようなሙにཧ加している㡑国などと比較してࠊ我が国の関係者が✚

ᴟ的にཧ加しているは少ない。現在我が国が┤面しているㄢ題はࠊᆅ⌫ ᬮ化などのᆅ⌫つᶍㄢ題に㝈ら

ずࠊ㈈政的ไ⣙の୰での研究開発投資の在り方ࠊ♫会的ㄢ題のゎỴに向けた科学技術イノベーション政策の

実ࠊ㧗㱋化⦰ᑠ♫会におけるイノベーションࠊグローバルな〇造ᣐ点のシフト➼における〇造業の在り方

などྛࠊ国ඹ通のㄢ題ࠊあるいはこれから世界が┤面するㄢ題が少なくない。このようなㄢ題ࡸ問題ព識を

㋃まえࠊࡘࡘ「政策の科学」としてඃඛ的にྲྀり⤌ࡴべきㄢ題をタ定するためにはࠊ国際的なレベルでの情報

ඹ᭷も必要である。ࡑのためࠊ既存のࢿット࣡ークのうࠊࡕ≉に᭷用とᛮわれるものにࡘいては✚ᴟ的にཧ

加するとともにࠊ「政策のための科学」に関する情報をⱥㄒで✚ᴟ的に発信するなどࠊ国際的プレゼンスの向

ୖにྲྀり⤌ࡴ必要があると考えられる。 
 
㸳㸬 ㅰ㎡ 
 本᳨ウを㐍めるにあたってはࠊ文部科学省科学技術・学術政策ᒁ政策科学推㐍ᐊ及び科学技術政策研究所➼

の関係機関のࡈᢸᙜ者ࠊ科学技術⯆機構研究開発ᡓ␎ࢭンター主催࣡ークショップにཧ加いただいたࠊま

たಶ別のព見にࡈ༠ຊいただいたࠊ科学技術政策ࠊイノベーション政策ࠊ技術経Ⴀࠊ科学技術♫会論➼

の「政策のための科学」関連の研究分野の研究者の方ࠎとのព見がከいにཧ考になっている。⣬ᖜの㒔

合によりಶࠎのおྡ๓をᣲࡆることはできないがࡈࠊ༠ຊにឤㅰ⏦しୖࡆる。 
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